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研究成果の概要： 
東アジアの各国（日本、韓国、台湾、中国を軸に設定）にとって、物流問題の解決が経済発

展にとって不可欠になっているとの問題意識から、主要国での物流改革の実態の解明を試みて

いる。その上で、日本で開発されてきた物流マネジメントの手法やモデルが各国でどのように

移転されかつ活用されているかを日系企業や現地企業からのヒアリングを通してその有効性と

課題を明らかにしようとした。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

2008年度 1,900,000 570,000 2,470,000 

年度    

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：物流・マーケティング・流通 
科研費の分科・細目：経営学・商学 
キーワード：物流、ロジスティクス、ＳＣＭ、日本型物流モデル、効率性と有効性 
 
１．研究開始当初の背景 
 世界における東アジアの経済的地位は、中
国の成長を中心に向上しており、生産面でも
消費面でも世界経済のけん引役を果たすよ
うになっている。しかし、東アジアがさらな
る国際的な貢献をしようとする場合、ものの
移動のインフラが不十分なため大きなネッ
クになっており、国家的な視点のマクロ的な
側面でも、企業のコストやスピードというミ
クロ的な側面でも物流問題が成長を制約す
る要因になっている。 
 日本の人口の少子高齢化による市場の成

熟や港湾･空港などの物流インフラを考える
と国際的に大きな格差を示すようになって
いる反面、国内の宅配や企業間物流には高度
な物流システムやネットワークが開発され
てきた。東アジアの今後の市場を展望する場
合、日本の市場に限定されない、東アジアと
いう広域の市場創造や開発が求められてい
る。東アジアの物流改革を通して、日本の企
業の物流が貢献できる条件を探り出すこと
を問題にしている。 
２．研究の目的 
 東アジアの物流改革の現状を分析するこ
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とでその特徴と問題点を解明し、その上で日
本型物流モデルの影響や活用の実態を検討
し、その発展の条件や課題を明らかにするこ
とである。 
 
３．研究の方法 
東アジアの各国の日系ならびに現地製造

企業および物流関連企業や行政組織それに
港湾施設に直接訪問し、物流担当者にインタ
ビューする方法によって行われている。さら
に商業施設や物流センターなどの視察を軸
にファクトファインディングに基づく実態
調査を採用している。 
  
調査対象： 
＊「韓国」 

郵政事業本部 
大韓通運社 
GS25(コンビニエンスストア本部) 
流通産業研究所 
釜山コンテナ港 
BAXGLOBAL社 
LG 電子社（Hi-Logistics） 
E マート 

＊「香港・深圳」 
山九東源国際（香港）有限公司 
東源大地有限公司 
桂輝有限公司 KAYBRIGHT 
Nasnos 
KATO SPRIG 
Carrefour 
Wal-Mart 

＊「台湾」 
統一速達 
微風広場 
高雄港：交通部高雄港務局 
好好物流 
陽明海運 
IKEA 

 
４．研究成果 
われわれの研究での主な成果は、東アジア

におけるさまざまな物流環境の実態分析を
通して、各国に共通した特徴として経済発展
や生活水準の向上および生活スタイルの多
様化とともに、ものの動きをめぐってコスト
とスピードという２つが重要な要素となる
点を明らかにし、そのためには行政レベルで
の物流インフラ整備の推進と、対企業・対消
費者物流の効率性と有効性を同時に達成で
きる物流改革を提唱している。さらにそのた
めの発展にとって日本型物流モデルの展開
可能性と課題を検討している。以下では研究
成果の主な論点を紹介し、研究の位置づけと
今後の展望を論じている。 

 
（１）東アジアの物流問題の所在と韓国企

業の対応 
①宅配市場の概要 
はじめに韓国の宅配市場の分析を通して、

韓国での物流特性を明らかにし、また日本型
物流の影響を考察している。 

韓国における宅配便の市場規模は、2006
年現在では 3 兆 4 千億 W、年間取り扱い個数
は 5 億個に達している。この数字は年々拡大
しており、ネット販売の拡大にあわせて対前
年比 30%で成長している。しかし日本の宅配
便市場に比べると韓国における宅配便市場
の歴史は浅い。それは 1992 年の大韓航空な
どを傘下に持つ総合物流企業グループ韓進
の参入により始まった。その翌年の 1993 年
に大韓通運、そして 1994 年には韓国最大の
財閥である現代グループの現代宅配が参入
した。 
1990年代前半にビッグ 3と呼ばれる企業が

出揃ったが、1999年に食品メーカーの CJ(旧
第一製糖)の物流子会社 CJGLS が参入、郵政
事業庁も同年に参入し、競争が激しくなった。
また 2000 年代に入ると佐川急便と提携関係
にあり、低価格を武器に急成長した CJGLS が
サムソングループの HTHを買収し、売上規模
では上位 3 社を上回る規模になっている
（注：『流通設計 21』輸送経済新聞社、2006
年 6 月号、ｐ55）。また今回調査を行った大
韓通運も傘下に建設、航空などを持つ錦湖
(クンホ)アシアナグループに 4兆 1,040億ウ
ォンで買収され、M＆A が相次いでいる（注：
『朝鮮日報』2008年 3月 29 日）。 
②大韓通運のケースから 
 大韓通運は 1930 年に朝鮮食糧倉庫として
発足し、1960 年には運輸部門に進出し、輸
送部門を中心とする現在の業容になってい
る。大韓通運の事業セクターは大きく６つに
分けることができる。具体的には大型貨物、
鉄道貨物を中心とした陸運事業、コンテナタ
ーミナルの運営、コンテナの積み下ろしなど
の港湾物流事業、3PL 事業、宅配便事業、中
東への建設資材の輸送などの海外事業、レン
タカーなどのレンタル事業である。その中で
も陸運事業は、北朝鮮への支援事業における
指定運輸業者や韓国、北朝鮮、中国間の鉄道
貨物事業を鉄道公社とともに乗り出し、注目
を集めている（注：『日本経済新聞』2008 年
5 月 26 日） 
 今回の調査では宅配便事業についてヒア
リングを行った。大韓通運における宅配便事
業は 1993 年から始まり、以前から提携関係
にあった日本通運の指導のもとに展開した。
日本の宅配便のシステムと比較すると、日本
では取扱拠点として CVS（コンビニエンス）
チャネルを中心に拡大したが、大韓はパパマ
マストアとよばれる中小零細商店に拠点を
築き、11,000 ヵ所にまで拡大させた。また
1998 年には他社に先かげて、済州道を含む



 

 

全国翌日配達を実現させた。一方で 1996 年
から国際宅配便にも参入し、UPS と合弁で
UPS コリアを設立し、国内のみでなく、海外
にも宅配地域を拡大している。 
また日本の宅配便企業との関係では、提携

関係にある日本通運以外にも、ヤマト運輸の
戦略を研究している。その研究から時間帯お
届けサービスの導入や担当地域と運転手を
指定する制度の導入などにいち早く取り組
み、サービスの充実を図っている。そこで必
要となるのは情報システムなどの後方部門
への投資であり、それらの効率化が宅配料金
の低価格競争を勝ち抜く鍵であると強調し
ている。 
③韓国における物流の特徴や課題 
 韓国は日本に近い位置にありながら、物流
事業の環境としては差異が大きい。とくに、
自家用貨物の比率が高く、日本のように自営
転換が進んでいない。個人経営の物流事業者
が非常に多いのが特徴である。営業貨物車と
自家用貨物車には日本のように距離による
使い分けがなされていない。しかし、これま
での宅配市場の分析からも示唆されてきた
ように、韓国の企業は日本の宅配システムや
そのノウハウについて日本の利用運送業者
との提携など過去の経験を含め意欲的に学
んできている。また輸送機関の利用動向とし
て自動車輸送の割合が日本とほぼ同じ程度
の９０％を超えて浸透してきている。（注：
洪 京和「韓国における物流構造について」
流通経済大学物流科学研究所『物流問題研
究』２００８年 ｐｐ４９－５４） 
 また、課題としては取引の不透明さと零細
企業の多さである。例えば、2002年 5 月、全
国運送荷役労働組合が初めて全国的に「貨物
運送自動車ストライキ」を引き起こした。こ
れを契機に、韓国経済は物流コストだけでは
なく、安定した物流システム構築の必要性が
再認識された。また、根本的に国内運送体系
を変革するためには、貨物運送情報の透明性
の確保と不法な多段階斡旋を根絶しなけれ
ばならない。 
（２）東アジアの物流問題の特徴と日系企業
の対応 
①日本企業の中国への進出と物流環境の

変化 
中国において、日系自動車メーカーは、「カ

ンバン」に象徴される調達物流や生産システ
ムのみならず、販売物流システムの構築にお
いて、日本国内で開発した仕組みやノウハウ
を採用している。販売物流では、完成車の幹
線輸送モードに鉄道を利用したホンダの例
や内航海運を利用したトヨタの例など、日本
国内での物流方式を取り入れることで、物流
機能の高度化をはかっている（注：李 瑞雪
「トヨタの中国ロジスティクス戦略」『ロジ
ビズ ２００９・４』ライノス・パブリケー

ションズ ｐｐ１０－１３）。ＷＴＯ加盟以
前は、中国政府の規制により、合弁条件の制
約や進出先などの限定により、関連部品メー
カーの分散を余儀なくされ、広域の物流サー
ビスを日系物流企業に依頼し、ＪＩＴ、混載
輸送、ベンダー在庫管理方式（ＶＭＩ:Vender 
Management Inventory）を中心に高度な物
流サービスを実現してきた。最近は日系企業
も独資による展開が増えているが、生産拠点
としての目的だけでなく、完成品の現地市場
への販売の可能性の出現によって合弁方式
の採用や、現地企業の育成と技術力向上に伴
い設計を含むＯＤＭ（ Original Design 
Manufacturing）による委託加工の拡大など
が見られる。そのため、日系企業にとって、
現地での部材調達や完成品の現地市場への
販売の機会を求めるようになると、現地企業
との提携や育成がますます重要になってき
ている。これまで日系企業同士で構築活用さ
れてきた日本型物流は販売地域の内陸部へ
の拡大とともに、改めて現地物流企業をパー
トナーとした関係の構築が求められている。 

特に、中国と一口に言っても、物流インフ
ラが急速に整備されつつある沿岸部の経済
発展地域に対して、中西部や北部の経済後進
地域では物流インフラの遅れが目立ってお
り、外資導入に対する地方政府の対応もそれ
ぞれの地域で異なっており、あらためて物流
の全国レベルでのマクロ的な整備が不可欠
となっている。このように中国では、物流の
発展に地域格差があり、一部の企業は最先端
の設備を導入するなど企業間でも大きな差
がある。しかしそのキャッチアップのスピー
ドが速いことも中国物流の特徴である。 
②東アジアの港湾施設の動向と課題 
 物流インフラのマクロ的整備に関しては
それぞれの国レベルで港湾施設の競争力強
化が課題となっている。釜山、香港、高雄の
港湾施設の整備充実はシンガポールや上海
などとの港湾施設間競争を生み出しており、
貨物の取り扱いをめぐってそれぞれの港湾
施設の戦略的なポジショニングが求められ
ている。 
釜山港は、韓国第二の都市釜山市の南に位

置し、1876 年に開港した韓国で始めての港
である。釜山港は世界の海上輸送の主流であ
るコンテナ物流において、シンガポール、香
港、上海、深圳に次ぐ世界 5 位の取扱高を誇
り、また韓国内コンテナ取扱高では、75％を
占め、韓国の海の表玄関といえるだろう
（注：『日本経済新聞』2008 年 5 月 26 日）。 

２００４年から釜山港の運営主体を国営
か ら 釜 山 港 公 社 BPA （ Busan Port 
Authority）に移し、民間的経営感覚を取り
入れたコスト意識、港湾業務の２４時間の積
み下ろしの実現による沖合いでの待ち時間
の解消など日本の港湾ではできない特色を



 

 

出して成長してきた。 
このように成長してきた釜山港であるが、

増大する貨物需要に応えるためには新たな
コンテナバースが必要になってきた。そこで
BPAは 1995年から、現在の釜山中心部から西
に約 40㎞に離れた釜山広域市と金海市(ギム
ヘ)にまたがる地区に釜山新港の整備を着手
している。具体的にはコンテナバース 30隻、
年間 1,500万 TEUの取扱、22 列のコンテナク
レーンを備えた埠頭を整備し、その背後
10.9k㎡に物流団地を整備する総事業費 10兆
W のプロジェクトである。 
この施設経由のメリットとして欧米、中国

からの貨物を東京・大阪で陸揚げし日本各地
に送る際、釜山新港で積み替えした方が
17.8％のコストが削減されると試算してい
る（注：『日本経済新聞』２００６年２月４
日）。この点、日本の港湾インフラの国際的
な遅れについては、ハブ港としての改革が不
可欠となっている。 
釜山新港は第一段階を経て、2015 年を目標

とする全面稼動に向けて整備を進めている
が、南、西コンテナバースの工事は遅れてお
り、貨物の状況を見ながら進捗するのではな
いかと見てとれる。よって国内では釜山新港
とほぼ同時期に港湾整備する光陽港、国際間
では上海港などとの競争になり、BPA、釜山
市は更なる海運会社、荷主、メーカーなどに
対するアプローチが必要になってくるであ
ろう。 
（３）日本型物流モデルの特徴と研究の位置
づけ 
複数の企業ヒアリングから、とくに日系企

業の経営者へのインタビューで、日系企業が
日系物流企業と密接な取引関係で海外ビジ
ネスが運営されている実態を確認すること
ができた。台湾の統一速達の場合は、ヤマト
運輸と合弁で立ち上げた企業であるが、もと
はセブン‐イレブンをグループ企業として
抱える統一企業が親会社であり、日本のセブ
ン‐イレブンとの関係で、すでにセブン‐イ
レブン商品のラインナップとしてヤマト運
輸の宅急便が取り扱われており、このことが
台湾で宅急便のサービスを提供する大きな
きっかけになっている。日本で３０年かけて
進めてきたことを、台湾では８年で行ってお
り、台湾における宅急便サービスは、日本と
大きな違いがなく、日本のサービスメニュー
を直接移転しており、８年間で急速な成長を
果たしてきた。細部では人々のライフスタイ
ルや生活習慣の違い、取引慣行や気候の差、
行政による規制や通関手続きの影響など異
質な要素が作用しているが、ここでの成功は
今後の宅急便のグローバリゼーションのモ
デルになると考えられる。木川眞ヤマト運輸
社長はＢ ｔｏ C  のレベルでさらに上海へ
の進出に意欲を示している。 

山九のケースでも、バイヤーズ・コンソリ
デーションなどを通して、２００社の現地企
業と日本の通販企業との間に入ってコンテ
ナ貨物にまとめる役割を担当している。山九
香港の仕事の８割は日系企業との取引で占
められているという。現地でも、日系企業の
多くは日本にいるのと類似のサービスを求
めている。日本人のスタッフがいることも、
利用する側からすると、日本語できめの細か
い、かゆいところに手の届くサービスとなる。
日本人派遣社員の年間派遣コストを考えた
場合、それを提供する側にとっては大きな負
担である。 
物流の日本型モデルの評価は現状では二

分しているところがある。一方は、これまで
の論調のように、質の高いサービスという肯
定的評価であり、これを現地にさらに活用す
る方向を提案する見解である。しかしこれと
は逆に、日本型物流の高コスト、非定型、人
的依存性、低生産性という評価で、どちらか
というと否定的な見解である。しかし、改め
て日本型物流モデルという場合その具体的
な内容が特定される必要があり、かつ顧客の
ニーズがどのように関連しているかを捉え
ることが重要である。 
ここでは、日本型物流モデルの内容を、効

率性と有効性の２つの尺度で大きく分けて
考えてみた。効率性はコスト低下に結びつく
要因であり、有効性は迅速性、締め切り時間
や多頻度配送の融通性などさまざまな利便
性サービスを内容としている。同じ外資系の
DHL、UPS や FedEx といったインテグレー
ターの場合はこの両者の基準を標準化して
いる。日本の場合は、インタビューを通して
明らかになってきたことは、多くの物流サー
ビスが有効性に傾斜しており、またこの両者
の基準の標準化が十分に徹底しておらず、荷
主の要望を受けて物流業者が弾力的もしく
は個別対応的でスタッフの人的裁量に依存
する部分を残している。 
しかし、内外の研究からも明らかなように

日本型物流モデルも確定的なものではなく、
時代に応じて流動的に変化している。ミルク
ランのような欧米の物流システムと日本の
JIT 物流は統合的に利用されているように、
時代のニーズが求めるものに柔軟に対応す
ることが企業間関係および企業と消費者と
の間で必要となっていることも事実である。 

日本型物流モデルは日本のような環境条
件において必要とされたものであるが、経済
発展、生活水準の向上それに生活スタイルの
多様化を背景に海外で日系企業同士によっ
て現地への技術面での移転が部分的に行わ
れてきた。今後は、経済発展に伴い現地の企
業や消費者によるコストとスピードなどへ
の要求条件の高まりにつれて、日本型物流へ
のニーズが期待できると考えられる。さらに



 

 

本研究では、物流活動の効率性と有効性をベ
ースに物流活動の標準化を徹底させること
の役割や物流サービスの現地化について主
に検討している。 
（４）研究の影響と今後の展望 
本研究は、これまで十分に考察が行われて

こなかった東アジアのそれぞれの国での物
流改革の実態の解明に焦点を当てている。さ
らに各国での物流インフラ整備を推進する
物流行政の役割を提案し、また企業間や企業
と消費者間の物流改革に日本型物流モデル
の展開可能性を検証するため効率性と有効
性という尺度を用いてその特徴と問題点を
検討し、改革の方向づけを示そうとしている。 
今後は、東アジアの物流改革にとって、物

流問題をさらなるインフラ整備の推進とし
て捉え、さらには日本型物流モデルが現地で
いなかる条件のもとで求められるようにな
るのかをより詳細に解明することでその適
用の仕組みを研究していきたい。 
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